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国民経済計算(2)

＊TAセッション

＊Student Version 作成の際はセキュリティ設定に注意。

今回の講義
● 前回

– マクロ経済学とは何か-ミクロ経済学との比較
– 国民経済計算 (SNA) ＊一国経済の動きを把握するための会計システム　
– 国内総生産 (GDP) 　＊一国経済の生産水準の指標。 SNA の中心的概念。　
– 名目GDP と実質GDP 　＊時間を通じての生産水準の比較
– 価格水準の指標： GDP デフレーター、消費者物価指数

● 今回

– 三面等価の原則
– 所得（分配）面から見たGDP
– 支出（需要）面から見たGDP
– 図による生産・所得・支出の流れの確認



三面等価の原則
● 生産→所得→支出→生産:これまでGDPの定義－ある期間内に生み出された付加価値の合計
(最終財の生産額)．生産面から見た概念．しかし生産された財は販売され，労働者や企業の所有者
の所得になり、また一部は税金という形で政府の所得となり，それらの所得は消費，投資という形
で支出される．さらに財に対する支出＝需要は財の生産につながる。このように生産、所得、支出
(需要）はお互いにリンクしている。このことを、

● 三面等価の原則: 生産面から見たGDP = 所得 (分配)面から見たGDP[国内総所得]　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　= 支出(需要)面から見たGDP[国内総支出]　
● 所得（分配）面から見たGDP:一定期間に1国経済内で生み出された所得の合計

　＊財・サービスの売り上げは、労働を提供している人の所得(労働所得）、資本・土地を提供して
いる人の所得、政府の「直接的な」（要素所得の受取人を経由しない）所得(間接税-補助金)と固
定資本減耗に分配される。最後の固定資本減耗が何であるかは後ほど解説する。                  

 (1)労働所得(雇用者報酬) *国民経済計算における「雇用者報酬」に相当。

　生産要素は労働、資本、土地に大別できるが、そのうち労働に対する所得。　　　　
　　(生産要素の意味説明)
● 給与: 現金給与、役員給与、議員歳費、現物給与(通勤手当、家賃手当、消費物資の廉価販
売等)、給与住宅差額家賃(市場価格よりも安価な社宅の提供については差額を報酬と見な
す)。給与はさらにその一部が所得税として政府の収入として徴収される（黒板に書く）。

● 雇主の社会負担:医療保険、年金，労災保険などに対する雇主の負担金。これらは労働所得
の一部を、勤労者の代わりに雇主が年金・保険へ支出していると見なすことができる。

GDP=労働所得 ＋ 資本 ･ 土地に対する所得 間接税 補助金 固定資本減耗

所得（分配）面から見たGDP
 (2)資本・土地に対する所得(営業余剰)＊国民経済計算における「営業余剰」に対応。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　＊資本：生産設備・施設といった固定資本

　＊営業余剰：企業の営業利益（＝売上－本業の費用－労働所得）（家計の持ち家からのサービスを
　　含む）。政府については営業余剰は発生しないものと考える。＊家計のこの側面は企業扱い。　　　
＊営業余剰とは、企業の営業利益[正確には営業利益＝売上総利益(売上－売上原価［生産・仕入費用］)-(販売
費＋一般管理費）、要するに　本業からの利益。]のこと（+持ち家による帰属分）。これが国内経済全体の資
本・土地所得と一致するのは、家計間での家賃・不動産賃貸料、特許・著作権使用料については、互いに相殺され
るため（政府と家計・企業間については下を参照）。

＊在庫品増は会計上、売上原価減、つまり営業利益増につながることに注意（一般政府については？）。

＊不完全競争市場における超過利潤は一部は資本所得、一部は労働所得に反映されることになる。

＊この営業余剰は、さらに株主への配当金(企業[自己資本]所有者の所得）、借入金の利子（他人資本所有者の
所得）、土地の賃貸料（土地の所有者の所得）、不動産の賃貸料（固定資本の所有者の所得）、特許・著作権料、
内部留保(これも広義には企業所有者の所得）、法人税(政府の所得）へと、資本・土地の保有者と政府に対して
分配される。（黒板に書く）。　　　　　　　　
＊概念上、一般政府・対家計民間非営利団体については営業余剰は発生しないものと考える(全て労働所得として
分配)。利子・賃貸料支払い（あくまでも政府以外が所有する土地・資本への支払いであることに注意）について
は間接税-補助金の部分からがなされると考える。　　　　　　　　　　　

＊流動資本(circulating capital)：原材料や中間投入財。固定資本と対となる概念。　

 (3)間接税－補助金:間接税：負担者と納税者の異なる税。消費税、酒税、たばこ税、関税、固定
資産税など財・サービスの取引過程で徴収されるわけだから、(1)(2)には含まれない．政府に分配さ
れる所得とみなせる。ここから企業活動に対する補助金を引く。なぜ関税が含まれるのか：輸入財の国内
価格は関税を上乗せされたもの。輸入中間財を用いた最終財は関税上乗せの輸入財価格を反映。しかし関税部分は
外国の生産を反映していない。輸入業者の付加価値=売上（価格に関税上乗せ）-輸入額（国際価格）。



所得（分配）面から見たGDP(2)

● 混合所得：個人企業・農
家の労働所得＋資本所得

*個人経営の場合、給与と営業利
益とに分離できない。

 (4)固定資本減耗：機械や工場などの生産設備(固定資本)の老朽化、陳腐化による　
　　　　　　　　　価値の減少分。減価償却費。                                 
＊現在の生産水準を維持するためには、固定資本の減耗分の投資(生産設備に対する支出）が必
要。固定資本の減耗分は会計上費用（減価償却費）として処理されるため（原材料費、中間投入財
購入費と同様の扱い）、通常の意味での所得としては分配されず企業（あるいは政府）内部に積み
立てられる。天災による損害のうち予期されるものを含む。　

● 国内純生産 (Net Domestic Product, NDP)　＊この固定資本減耗分は純粋な意味で新た
な付加価値と言えないため、GDPからこの部分を除いた残りをこのように呼ぶ。

GDP 503.4
雇用者報酬 259.5 51.5
営業余剰･混合所得 95 18.9
固定資本減耗 104.9 20.8
生産・輸入品に課せられる税 43.1 8.6

3.7 0.7
統計上の不突合 4.6 0.9

2005年度GDP所得構成 (単位兆円) 構成比　(％)

(控除)　補助金

(出所)内閣府経済社会総合研究所『平成17年度版国民経済計算年報』より作成。

支出 (需要)面から見たGDP
● 支出（需要）面から見たGDP:一定期間に国内で生産された最終財に対する支出の合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊GDPには最終財の生産（ただし輸出中間財、輸入中間財の扱いについて注意）のみが含まれることは前回説
明したとおり。　　　

◆ 在庫投資(在庫品増加)：生産と販売との差。生産者による自己購入と見なす。　
＊在庫の増加を支出と見なすから生産と支出が一致する訳である。一回限り生産物を産出す
る動植物（立木や食肉用の家畜）の成長も含まれる（製造途中の生産物である仕掛り在庫の
増加扱い）。

　　　　　　　　　　　　　　
◆ 財貨･サービスの輸出：国外の居住者による国内で生産された財･サービスに対す  
                       る支出(需要)　＊輸出される財には外国の生産者にとっての中　　　
　間財(例原材料）も含まれるが自国にとっては最終需要者である外国による支出．　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(A) 国内の居住者による国内および国外で生産された財･サービスに対する支出　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(需要)
◆ 民間消費(民間最終消費支出):国内の消費者(家計)による住宅の購入を除く　
　　　　　　　　　　　　　　　財･サービスの購入。＊正確には対民間非営利団体も。

  ＊住宅の購入は居住サービスの「生産｣を可能とする「設備」の購入→ 投資と解釈する。一方
耐久消費財からの「サービス」は、前回述べたように、ＧＤＰには算入されていないから、投資
ではなく消費に含まれている。教育支出も同様。　

  ＊持ち家の帰属家賃，海外旅行などで現地で直接購入したものも含む。

1 GDP=最終財の売上（ 需要 ）在庫投資

2 最終財の売上（ 需要 ）=国内からの売上海外からの売上（ 輸出）

3 国内からの売上=民間消費政府消費投資輸入



支出(需要)面から見たGDP（ 2）
◆ 政府消費(政府最終消費支出 )：政府による消費目的の財･サービスの購入。
     最終的な財･サービスの享受者が消費者であっても購入者が政府であればこの項目に含まれる。
＊ここでいう政府とは政府サービス生産者である一般政府のこと。公的企業や民間産業扱いの部門は含まれない。具体的
には、一般政府には中央政府の一般会計の殆ど、特別会計の公的保険・年金、国立大学法人(病院を除く）など、地方政
府の普通会計の殆ど（住宅関係は除く）、事業会計のうち下水道など、特殊法人のうち石油公団の備蓄部門、宇宙開発事
業団、国際協力事業団など。一方公的企業としては、日本銀行、郵政公社、住宅関係事業、（上）水道事業、住宅金融公
庫や商工中金などの金融事業、国立病院、食糧管理特別会計などが含まれる。

＊医療費の政府負担分，教科書購入費などの家計への移転支出（現物社会給付等）も含まれる。単なる金銭による所得移
転（例えば生活保護支給や失業手当）は財・サービスの購入を伴わないからカウントされないことに注意。

＊政府サービスの総生産額＝政府サービスの付加価値＋中間消費＝ 政府部門の所得[＝政府部門の雇用者報酬＋固定資本
減耗＋（間接税-補助金）]＋中間消費。この政府サービスの総生産額から他部門への販売額（非商品販売）を控除し、上
述の現物社会給付等（民間部門が生産）を加えたのが政府最終消費支出。政府部門の政府サービスおよびその他の財に対
する支出。政府サービスの多くは公共財であり市場で販売されないため、政府自身が最終消費者であると解釈される。

◆ 投資 (国内総固定資本形成): 民間と政府による住宅投資と生産設備に対する支出(建
物や機械への支出、土地の造成費など。土地の購入費は含まれない。)。　　　　　　　
　*土地の購入は所有権の単なる移転。　
　* 93ＳＮＡより受託開発された1年以上使用するソフトウェアが含まれるように(無形固定資産。これまでは  
  中間投入費として処理。市販ソフト[出荷時にインストールされたものを除く]については従来通り中間投入). 
  ＊繰り返し生産物を産出する動植物（搾乳・繁殖用の家畜、果樹など）の成長も含まれる。
 (B) 国内の居住者による国外で生産された財･サービスに対する支出(需要)　　　　　　
　　　＝財貨･サービスの輸入　＊輸入中間財についての扱いは前に触れたとおり。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
* (1)-(3)より 

＊投資は将来の産出量の割引現在価値に等しいから(ノート参照）、GDPは今期の生産活動により可能となる現在および
将来消費の割引現在価値とも解釈できる。   

GDP=民間消費 政府消費 投資 純輸出 （ 輸出 輸入 ） 在庫投資

支出(需要)面から見たGDP（ 3）

＊注意すべきなのは前述のように民間消費と政府消費は費用負担者により区分
されている点。実際の財、サービスの享受者による区別では家計の消費
(現実家計最終消費)はＧＤＰの約3分の2を占める。(ブランシャールの
アメリカのデータはこの現実消費によるもの。またブランシャールの政府
支出は消費と投資の両方を含んでいる。）

GDP 503.4
民間最終消費支出 287.5 57.1
政府最終消費支出 90.7 18.0
国内総固定資本形成 117.4 23.3
在庫品増加 1.2 0.2
財貨･サービスの輸出 74.9 14.9

68.4 13.6

2005年度GDP支出(需要)構成 (単位兆円) 構成比　(％)

(控除)　財貨･サービスの輸入
(出所)内閣府経済社会総合研究所『平成17年度版国民経済計算年報』より作成。



［図の説明］＊第1次所得の配分以降については主なもののみを表記。

(1)生産　ここでの政府は公共サービスの生産者としての一般政府。家計の生産活動は個人企業（家計企業）の通常
の生産活動(所得は営業余剰)と持ち家からのサービスの部分。

(2)所得（分配）＊混合所得は労働所得+資本所得であるので、両者の中間に配置されている。図には反映されて
いないが、過去の部門間の資金の貸借による所得の受け払い（利子受け払いなど）も存在することに注意。

– 企業と家計・政府との間の所得のやりとり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊[資本・土地からの所得]からの矢印が企業に向かっているのは、資本・土地所得＝営業余剰であったか
ら（ただし個人企業については家計に矢印が向いている）。最終的な所得の受取手は異なる。企業から家計
へ利子・配当（厳密には賃貸料・生命保険金も）の支払いを示す矢印が、政府へ法人税の支払いを示す矢印
が向かっていることに注目。最終的に企業の手元に残るのは営業余剰からこれらを除いた内部留保(黒板に
書く）＊企業・政府間の財産所得受払は資金の貸借を反映しており、要素所得の受け払いとは別。企業の所
有する土地からの所得は利子・配当として家計に配分。一方家計が所有し企業に賃貸している土地からの所
得は賃貸料。

– 家計と政府との間の所得のやりとり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊家計からも政府へ（所得税-所得移転）の支払いを示す矢印が向かっている。所得移転は主に生活保護支
給。家計から政府への支払いには、所得税の他、社会保障負担（主に公的年金、公的医療保険、失業保険の
積立金）が含まれ、また逆に政府から家計への支払いには、社会保障給付が含まれる。

– 国内と海外との間の所得のやりとり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊これは海外との要素所得（海外直接投資からの収益を含む）の受払の他、無償資金協力、国際機関分担金
支払いを含む。

(3)支出(需要）

– 可処分所得　＊このような所得の受払の結果最終的手元に残る所得が当部門の可処分所得。
– 貯蓄　＊可処分所得から消費支出を引いた残りが当部門の貯蓄。貯蓄-投資（正確には土地の純購入も含
む）が正であれば、海外を含む他部門に資金の貸し出しがなされる。逆に負であれば、資金を借り入れる
（資金の貸借の矢印）

　＊政府の在庫投資（一般政府の在庫投資は93SNAより算定）は石油備蓄・食管の在庫の変化の他、立木の成
長分を含む。　


